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第３８号議案 

   芦屋市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 芦屋市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

   平成３０年３月５日提出 

                        芦屋市長 山 中  健    

提案理由 

 福祉医療費の助成の所得要件である市町村民税所得割額の算定に係る特例を設ける

ため，この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

   芦屋市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 芦屋市福祉医療費の助成に関する条例（昭和４８年芦屋市条例第４号）の一部を次

のように改正する。 

 付則に次の１項を加える。 

６ 第３条第１項第１号，第３号及び第４号中「地方税法の規定による市町村民税の

同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によつて課す

る所得割を除く。）の額（同法第３１４条の７並びに同法附則第５条の４第６項，

第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される場合を含む。），

第７条の２第４項及び第５項並びに第７条の３第２項の規定による控除をされるべ

き金額があるときは，当該金額を加算した額とする。）」については，第３条第１

項第１号，第３号及び第４号に定める者が，医療保険各法の給付が行われた月の属

する年度の前年度（医療保険各法の給付が行われた月が４月から６月までの場合に

あつては，前々年度）の１月１日において，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の１９第１項の市（以下「指定都市」という。）の区域内に住所を有し

た場合（地方税法第７３７条の２第１項の規定により同日において当該指定都市の

区域内に住所を有したとみなされる場合を含む。）にあつては，指定都市以外の市

町村の区域内に住所を有した場合の例により算定するものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成３０年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の芦屋市福祉医療費の助成に関する条例の規定は，平成３

０年７月１日以後の医療に係る医療費の助成について適用し，同日前の医療に係る
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医療費の助成については，なお従前の例による。 
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 参 照 １ 

   芦屋市福祉医療費の助成に関する条例の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

  福祉医療費の助成の所得要件である市町村民税所得割額の算定に係る特例を設け

るため，この条例を制定しようとするもの。 

２ 改正の内容 

  市町村民税の額の算定の特例（付則第６項関係） 

  次に掲げる者であって，医療保険各法の給付が行われた月の属する年度の前年度

の１月１日において，指定都市の区域内に住所を有したものに係る医療費の助成の

所得要件である市町村民税所得割額（２３５，０００円未満）の算定に当たっては，

指定都市以外の市町村の区域内に住所を有した場合の例によることとする。 

 (1) 幼児等及びこども（１歳児から中学校３年生まで）の保護者又は幼児等及びこ

どもの扶養義務者 

 (2) 障害者及びその配偶者並びに障害者の扶養義務者 

 (3) 高齢障害者及びその配偶者並びに高齢障害者の扶養義務者 

３ 施行期日等 

 (1) 平成３０年７月１日 

 (2) 施行日前に受けた医療に係る医療費の助成については，なお従前の例による。 



38-5 

 参 照 ２ 

   地方税法抜粋 

 （指定都市の指定があつた場合等の道府県民税及び市町村民税の特例） 

第７３７条の２ 道府県民税又は市町村民税の所得割の納税義務者の賦課期日現在に

おける住所が指定都市以外の市町村の区域内にある場合において，当該納税義務者

の当該賦課期日現在における住所地が当該賦課期日の属する年の１月２日から４月

１日までの間に指定都市の区域内となつたときは，道府県民税又は市町村民税に関

する規定の適用については，当該納税義務者を当該賦課期日現在において当該指定

都市の区域内に住所を有した者とみなす。 

２ 道府県民税又は市町村民税の所得割の納税義務者の賦課期日現在における住所が

指定都市の区域内にある場合において，当該納税義務者の当該賦課期日現在におけ

る住所地が当該賦課期日の属する年の１月２日から４月１日までの間に指定都市以

外の市町村の区域内となつたときは，道府県民税又は市町村民税に関する規定の適

用については，当該納税義務者を当該賦課期日現在において当該市町村の区域内に

住所を有した者とみなす。 
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第３８号議案説明資料 

１ 地方税法改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲による影響の回避 

  平成２９年度税制改正に伴う道府県から指定都市への税源移譲により，平成３０

年度分から１月１日（賦課期日）に指定都市に住所を有していた者については，市

町村民税所得割の標準税率を８％（改正前は６％）とする等の地方税法の改正が行

われた。 

  本市の福祉医療費の助成は，市町村民税所得割額（２３５，０００円未満）によ

り助成の可否を判定することとなっており，１月１日に指定都市に住所を有してい

た者が本市に転入した場合は，８％の標準税率等により算定された所得割額を用い

て助成の可否を判定され，従前より本市に住所を有している者と比較して，不公平

な取扱いが生じることとなる。 

  よって，１月１日の住所地にかかわらず，改正前の標準税率（６％）等に基づき

助成の可否を判定するため，市町村民税の所得割額の算定の特例を設けることとす

る。 

１月１日現在

の住所地が指

定都市の場合

標準税率８％等 

により算定した 

市町村民税所得割額 
標準税率６％等 

により算定した 

市町村民税所得割額 

１月１日現在

の住所地が指

定都市以外の

場合 

標準税率６％等 

により算定した 

市町村民税所得割額 

標準税率６％等 

により算定した 

市町村民税所得割額 

【福祉医療費の助成の判定 
の際に用いる所得割額】 

【課税される所得割額】 

算定の特例 
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芦屋市福祉医療費の助成に関する条例新旧対照表 

（下線部分は，改正部分） 

改正案 現 行 

   付 則  

6 第 3 条第 1項第 1号，第 3号及び第 4号中「地方税法の規定による

市町村民税の同法第 292 条第 1項第 2号に掲げる所得割（同法第 328

条の規定によつて課する所得割を除く。）の額（同法第 314 条の 7並

びに同法附則第 5 条の 4 第 6 項，第 5 条の 4 の 2 第 6 項（同条第 9

項の規定により読み替えて適用される場合を含む。），第 7条の 2第 4

項及び第 5 項並びに第 7 条の 3 第 2 項の規定による控除をされるべ

き金額があるときは，当該金額を加算した額とする。）」については，

第 3 条第 1 項第 1 号，第 3 号及び第 4 号に定める者が，医療保険各

法の給付が行われた月の属する年度の前年度（医療保険各法の給付

が行われた月が 4月から 6月までの場合にあつては，前々年度）の 1

月 1 日において，地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の

19 第 1 項の市（以下「指定都市」という。）の区域内に住所を有した

場合（地方税法第 737 条の 2 第 1 項の規定により同日において当該

指定都市の区域内に住所を有したとみなされる場合を含む。）にあつ

ては，指定都市以外の市町村の区域内に住所を有した場合の例によ

り算定するものとする。 


